
第３章 消費者施策の展開の方向
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第４章 施策推進のための体制整備

○架空請求や詐欺的商法等による消費者被害が後を絶たない

○県内の消費生活相談件数は２万５千件前後で、依然として多い

○高齢化率を上回る比率で、高齢者の相談件数が増加し、被害額も他

の年代と比べて高額になっている

○２０歳以上になると相談件数が増加することから、今後成年年齢が

引き下がると１８歳、１９歳の被害が増加する恐れがある

○スマートフォンの普及により、誰もが気軽に情報を入手できるよう

になった反面、二次被害等インターネットを悪用した新しい手口の

被害も増加している

○貸金業法改正等により、多重債務に関する相談は減少したが、「銀行

系カードローン」等による新たな多重債務者問題の発生が危惧され、

引き続き注視が必要

○不当取引事業者の手口はさらに多様化・巧妙化している

○食品への異物混入事件や大規模な食中毒被害等により、改めて食の

安全についての関心が高まる

○虚偽・誇大な表示による消費者の誤認を防ぐため、景品表示法に基

づく指導が必要

○｢持続可能な開発目標（ＳＤＧs）｣が採択され、環境や貧困といっ
エスディージーズ

た社会問題のことも考えて、行動できる消費者像が求められている
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１ 多様な消費者問題に迅速に対

応するための連携強化

２ 県民生活センターの「センター・オブ・

センターズ」としての機能充実

①相談員の確保と資質向上

②情報通信サービス等高度化複雑化する相談への対応

③被害拡大防止のための情報提供 ④外国人に対する相談体制の整備

国 ：第3期消費者基本計画策定・法整備・地方への財政支援等

県 ：消費者教育の推進・厳正な事業者指導の執行・市町支援等

市町：消費生活センターの設置・拡充等

消費者行政の状況

①消費生活相談の対応力の強化

②市町相談窓口の支援

③事業者指導の早期・確実な実施

④地域の消費者教育の拠点化

①県庁内の連携体制②国等との連携③都道府県との連携

④市町との連携⑤県民や消費者団体等からの意見の反映

⑥弁護士会・司法書士会等との連携

⑦消費者団体・NPO等との連携

①生産から流通までを通じた食の安全の確保

②食に対する信頼の確保

①「消費者市民社会」の理念の普及

②消費者教育の担い手となる人材の育成

③トラブルの未然防止と消費者の自立支援

第２章 消費者を取り巻く状況

「施策の展開の方向」及びその「成果と課題」

１ 自ら学び自立する消費者の育成

「消費者市民社会」の考え方を意識し、行動する県民の割合は増加傾

向にあるが、出前講座は市町に依頼がシフトしており受講者数が減少

している

２ 安全な商品・サービスの提供による安心の確保

事業者に対する監視･指導を着実に実施しているものの、食の安全に対

する県民の信頼度は伸び悩んでいる

３ 消費者被害の防止と救済

消費生活相談における平均既支払額は減少傾向にあり、引き続き悪質商

法に関する情報を積極的に提供する等の被害防止･救済にあたる

４ 環境に配慮した暮らしづくりの推進

環境に優しい行動や活動をしている人は着実に増加しており、引き続

きさまざまな県民運動を通じた環境教育を推進する

第２次計画の成果と課題

消費者のことを

第一に考え、

事業を展開する

事業者

自ら学び自立し

行動する

消費者

よりよい消費

生活のため支

援を行う

地域団体等

（県、市町、

消費者団体等）

（２）消費者啓発の強化

★（１）消費者教育の推進

（３）暮らしに関する

情報提供

（４）環境に配慮した

暮らし方の推進

①啓発事業の強化 ②消費者団体等への活動支援

①主体的に合理的な消費行動をとるための情報提供

②くらしの理想郷「美しい“ふじのくに”」ならではの情報提供

①廃棄物の発生抑制 ②資源循環の確保

③環境に優しいライフスタイルの確立

★（１）食の安全の確保

（２）製品等の安全の確保

★（３）適正な取引の確保

（４）適正な表示の確保

①製品･サービスの安全の確保

②消費者事故情報の通知・注意喚起 ③消費者志向経営の普及

①事業者への指導・啓発 ②適正な計量

③災害時における生活物資の価格動向の把握

（４）苦情処理と紛争解決

（１）消費者からの相談への

対応と情報の提供

★（２）見守り体制の強化

（３）事業者に対する指導

（５）多重債務問題への対応

①選択に資する適正な表示の確保 ②事業者への指導・啓発

①高齢者への見守り ②障害のある方への見守り

③地域コミュニティづくりの活性化

①不当取引行為防止のための指導 ②適正な表示のための指導

③適正な事業活動促進のための指導

①消費者団体訴訟制度 ②その他の紛争解決手段

①社会を見据えた対応 ②消費者問題連絡会議での情報共有

消
費
者
の
権
利
の
尊
重

消
費
者
の
自
立
及
び
社
会
参
画
の
支
援

（★印は、重点的に取り組む事項、下線は新規施策）
資料１


